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○清須市障害者医療費支給条例施行規則 

平成17年７月７日規則第91号 

改正 

平成19年６月29日規則第25号 

平成20年３月28日規則第17号 

平成21年６月30日規則第52号 

令和２年３月31日規則第２号 

令和６年11月29日規則第30号 

令和７年５月30日規則第15号 

清須市障害者医療費支給条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、清須市障害者医療費支給条例（平成17年清須市条例第110号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（心身障害者の要件） 

第２条 条例第２条の規則で定める要件は、次に掲げる要件とする。 

(１) 条例第２条第３号の知能指数は、次のいずれかの機関等において判定されたものであるこ

と。 

ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第15条に規定する児童相談所 

イ 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第12条に規定する知的障害者更生相談所 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第６条に規定する精神

保健福祉センター 

エ 愛知県医療療育総合センター中央病院 

(２) 条例第２条第４号の自閉症状群は、自閉症の診療経験を有すると清須市において判断した

医師により診断されたものであること。 

（社会保険各法） 

第３条 条例第３条の規則で定める法令は、次のとおりとする。 

(１) 健康保険法（大正11年法律第70号） 

(２) 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

(３) 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

(４) 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 
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(５) 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

（医療費支給申請） 

第４条 条例第５条第１項に規定する医療費の支給を受けようとする者は、障害者医療費支給申請

書（第１号様式）に医療に関する給付が行われたことを証する書類、医療に要した費用に関する

証拠書類その他必要な書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（受給者証の交付申請） 

第５条 条例第６条第１項に規定する障害者医療費受給者証（第２号様式。以下「受給者証」とい

う。）の交付を受けようとする者は、障害者医療費受給者証交付申請書（第３号様式）に受給資

格者であることを証する書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請をした者に対し、

受給資格者であることを確認したときは受給者証を交付し、受給資格者でないことを確認したと

きは障害者医療費受給者証交付申請却下通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

３ 受給者証の有効期間は、前項の確認があった日の属する月の初日（その者が当該日において受

給資格者でない場合にあっては、受給資格者となった日）から当該日後３回目に到来する７月31

日（その者が当該日までに受給資格者でなくなる場合にあっては、受給資格者でなくなる日）ま

でとする。 

（受給者証の更新申請等） 

第６条 受給者証の交付を受けている者が当該受給者証の有効期間の満了の日後も引き続き受給者

証の交付を受けようとするときは、あらかじめ、障害者医療費受給者証更新申請書（第５号様式）

に当該日後も引き続き受給資格者であることを証する書類を添えて市長に申請しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請をした者に対し、

受給資格者であることを確認したときは受給者証を交付し、受給資格者でないことを確認したと

きは障害者医療費受給者証更新申請却下通知書（第６号様式）により通知するものとする。 

３ 前項の規定により交付する受給者証の有効期間は、現に交付されている受給者証の有効期間の

満了の日の翌日から当該日後３回目に到来する７月31日（その者が当該日までに受給資格者でな

くなる場合にあっては、受給資格者でなくなる日）までとする。 

（受給者証の再交付申請） 

第７条 受給者は、受給者証を紛失し、破損し、又は汚損したときは、障害者医療費受給者証再交

付申請書（第７号様式）により市長に申請し、受給者証の再交付を受けることができる。 
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２ 前項の申請書には、破損し、又は汚損した受給者証を添えなければならない。 

（医療費の請求） 

第８条 条例第７条第１項の規定により市長から支払を受ける医療機関等は、障害者医療費請求書

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の請求書の提出があったときは、第４条の規定による申請があったものとみなす。 

（届出事項） 

第９条 条例第８条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 受給者の氏名、住所又は個人番号 

(２) 障害の程度又はその内容 

(３) 条例第５条第１項に規定する医療に関する給付を行う保険者、共済組合若しくは日本私立

学校振興・共済事業団（以下「保険者等」という。）又は当該保険者等の名称、事業所の所在

地若しくは給付の内容 

(４) 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の規定による被保険者である受給者にあっては、

当該受給者の属する世帯の世帯主若しくは組合員の氏名若しくは住所又はこれらの者の記号番

号 

(５) 社会保険各法の規定による被保険者、組合員又は加入者である受給者にあっては、当該受

給者の記号番号 

(６) 社会保険各法の規定による被扶養者である受給者にあっては、当該受給者を扶養している

被保険者、組合員若しくは加入者の氏名若しくは住所又はこれらの者の記号番号 

２ 受給者は、前項各号に掲げる事項に変更があったときは、当該変更のあった日から起算して14

日以内に障害者医療費受給資格等変更届（第８号様式）に当該変更のあったことを証する書類を

添えて市長に届け出なければならない。 

（第三者行為による被害の届出） 

第10条 条例第８条第１項の医療費の支給事由が第三者の行為によって生じたものであるときの届

出は、第三者の行為による被害届（第９号様式）によるものとする。 

（資格喪失の届出） 

第11条 条例第８条第２項の受給者が受給資格者でなくなったときの届出は、障害者医療費受給資

格喪失届（第10号様式）によるものとする。 

（添付書類） 

第12条 第４条の医療に関する給付が行われたことを証する書類若しくは医療に要した費用に関す
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る証拠書類、第５条第１項の引き続き受給資格者であることを証する書類、第６条の引き続き受

給資格者であることを証する書類又は第９条第２項の変更のあったことを証する書類については、

市長がその証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、これらの書類の添付

を省略することができる。 

２ 第９条第２項又は条例第８条の規定による届出には、受給者証を添えなければならない。ただ

し、受給者証を添えることができない事由があるときは、その旨を明らかにすることができる申

立書をもって当該受給者証に代えることができる。 

（医療費に関する処分の通知） 

第13条 市長は、医療費の支給に関する処分をしたときは、文書をもってその内容を申請者に通知

しなければならない。この場合において、医療費の全部又は一部につき不支給の処分をしたとき

は、その理由を付記しなければならない。 

（雑則） 

第14条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年７月７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の西枇杷島町障害者医療費支給条例施行規則（平成

７年西枇杷島町規則第21号）、清洲町障害者医療費支給条例施行規則（平成12年清洲町規則第20

号）又は新川町障害者医療費支給条例施行規則（昭和48年新川町規則第17号）の規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

（春日町の編入に伴う経過措置） 

３ 春日町の編入の日の前日までに、編入前の春日町障害者医療費支給条例施行規則（昭和49年春

日村規則第３号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定により

なされたものとみなす。 

附 則（平成19年６月29日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年３月28日規則第17号） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の清須市障害者医療費支給条例施行規則の規定に基づいて作成
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されている申請書の用紙は、改正後の清須市障害者医療費支給条例施行規則の規定にかかわらず、

当分の間、使用することができる。 

附 則（平成21年６月30日規則第52号） 

この規則は、平成21年10月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日規則第２号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されている申請

書その他の用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、使用するこ

とができる。 

附 則（令和６年11月29日規則第30号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年12月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定に基づいて作成されている申請書その他の用紙

は、改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

附 則（令和７年５月30日規則第15号） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の各規則の規定に基づいて作成されている

受給者証は、同条の規定による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することが

できる。 
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第１号様式（第４条関係） 
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第２号様式（第５条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第５条関係） 
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第５号様式（第６条関係） 
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第６号様式（第６条関係） 
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第７号様式（第７条関係） 
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第８号様式（第９条関係） 
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第９号様式（第10条関係） 
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第10号様式（第11条関係） 

 


